　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（例）
高圧ガス製造施設等変更明細書
（冷媒が可燃性ガス又は毒性ガスの場合）

１　製造の目的

	種類
	製氷
	冷蔵
	冷凍
	冷房・暖房
	化学用
	試験・研究
	その他(　　　　 　　)

	用途
	


２　製造設備の種類

	定　置　式
移　動　式
車両登録番号
(　　　　　)
車　　　　種
(　　　　　)
	直接膨張式
間　接　式
	(　)段圧縮機
(　)元冷凍式
ヒートポンプ式
	往復動式
回転式
スクリュー式
遠心式
吸収式
	水冷式
空冷式
蒸発式
	ユニット型
非ユニット型


	３　１日の冷凍能力


	
	 トン     注：計算書は別紙


	
	 に示す。

         


	４　製造する高圧ガスの種類


	


５　既存設備の許可状況

　　平成　　年　　月　　日　　　指令消保第　　号　　をもって　高圧ガス製造許可

　　平成　　年　　月　　日　　　指令消保第　　号　　をもって製造施設等変更許可

　　平成　　年　　月　　日　　　指令消保第　　号　　をもって製造施設等変更許可

　　平成　　年　　月　　日　　　指令消保第　　号　　をもって製造施設等変更許可

６　製造設備の明細

　圧縮機の性能

	番　　　　　　　　　　　号
	
	
	
	

	型　　　　　　　　　　　式
	
	
	
	

	圧　 縮 　機 　の 　種 　類
	
	
	
	

	設　　　計　　　圧　　　力
	
	
	
	

	設計温度
	
	
	
	

	※気　　 筒 　　内 　　 径(㎜)
	
	
	
	

	※行  　　　　　　　　程(㎜)
	
	
	
	

	※気　　　　　筒　　　　　数
	
	
	
	

	※回　　　　転　　　　数(rpm)
	
	
	
	

	※ピ ス ト ン 押 し の け 量　(㎥/h)
	
	
	
	

	原 動 機 定 格 出 力　　(kw)
	
	
	
	

	製　　　造　　　所　　　名
	
	
	
	

	製　　　造　　　年　　　月
	
	
	
	

	台　　　　　　　　　　　数
	
	
	
	

	安全装置
	安全弁
	口 　　径(㎜)
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。

	
	
	吹始め圧力(MPa)
	
	
	
	

	
	
	吹出し圧力(MPa)
	
	
	
	

	
	
	材料
	
	
	
	

	
	高圧遮断装置
	作動圧力(MPa)
	
	
	
	

	冷凍能力
	
	
	
	

	備考
	
	
	
	


　高圧部容器

	凝

縮

器
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力　　 (MPa)
	
	
	
	

	
	設　　計　　温　　度     (℃)
	
	
	
	

	
	シェル

型


	外径×長さ×胴板厚×

鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	
	内　　　容　　　積  　(ℓ)
	
	
	
	

	
	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	
	材料(胴板・鏡板・管板)
	
	
	
	

	
	コイル型
	管の外径(㎜)×列数×段数×

管の長さ(㎜)
	
	
	
	

	
	
	管の材料
	
	
	
	

	
	プレート型
	外 径 × 長 さ × 胴 板 厚 ×鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	
	材料(胴板・鏡板・管板)
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　     　径(㎜)
	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力(MPa)

又は溶融温度(℃)
	
	
	
	

	
	
	材料
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	

	受

液

器
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　計　圧　力　(MPa)
	
	
	
	

	
	設　計　温　度　(℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	内　　　　容　　　　積(ℓ)
	
	
	
	

	
	鏡板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　　     径(㎜)


	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　　)に示す。
	計算書は別紙

(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力(MPa)

又は溶融温度(℃)
	
	
	
	

	
	
	材料
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	

	油

分

離

器
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力     (MPa)
	
	
	
	

	
	設　　計　　温　　度    　(℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	鏡板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	

	品名




	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力　(MPa)
	
	
	
	

	
	設　  計　  温　  度　(℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	内　　　　容　　　　積 (ℓ)
	
	
	
	

	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板・管板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　　　径(㎜)
	計算書は別紙
(　 )に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力(MPa)，
破裂圧力(MPa)又は溶融温度(℃)
	
	
	
	

	
	
	材　　　　　　　　　　料
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	

	品

名

 

 
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力　(MPa)
	
	
	
	

	
	設　  計　  温　  度   (℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	内　　　　容　　　　積 (ℓ)
	
	
	
	

	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板・管板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　　　径(㎜)
	計算書は別紙
(　 )に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力(MPa)，
破裂圧力(MPa)又は溶融温度(℃)
	
	
	
	

	
	
	材　　　　　　　　　　料
	
	
	
	

	
	備　 　　　　　　　　　　考
	
	
	
	


　低圧部容器

	品
名  
 
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力　(MPa)
	
	
	
	

	
	設　  計　  温　  度   (℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板・管板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　　　径(㎜)
	計算書は別紙
(　 )に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力，
破裂圧力又は作動圧力(MPa)
	
	
	
	

	
	
	材料
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	

	品

名

  
 
	番号
	
	
	
	

	
	型式
	
	
	
	

	
	設　　計　　圧　　力　(MPa)
	
	
	
	

	
	設　  計　  温　  度   (℃)
	
	
	
	

	
	外径×長さ×胴板厚×鏡板厚／管板厚(㎜)
	
	
	
	

	
	鏡板，管板の形状
	
	
	
	

	
	材料（胴板・鏡板・管板）
	
	
	
	

	
	製造所名
	
	
	
	

	
	製造年月
	
	
	
	

	
	台数
	
	
	
	

	
	安全装置
	種                     類
	
	
	
	

	
	
	口　　　　　　　　径(㎜)
	計算書は別紙
(　 )に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　　)に示す。
	計算書は別紙
(　 )に示す。

	
	
	吹始め圧力及び吹出し圧力，
破裂圧力又は作動圧力(MPa)
	
	
	
	

	
	
	材料
	
	
	
	

	
	備考
	
	
	
	


　配管

	区　　　分
	設 計 圧 力 (MPa)
	設 計 温 度 (℃)
	材　　　　料

	高　圧　部
	
	
	

	低　圧　部
	
	
	


　止め弁及び自動制御弁

	区　分

	止め弁，自動
制御弁の区分
	型式

	設計圧力
(MPa)
	設計温度
(℃)
	口径
(㎜)
	材料

	個数


	高圧部

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	低圧部

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


　自動制御装置

	種　　類
	有　　無
	作動圧力(MPa)

	高圧遮断装置
	
	

	低圧遮断装置
	
	

	油圧遮断装置
	
	

	過負荷保護装置
	

	凍結防止装置
	

	冷却水断水保護装置
	

	送風機連動機構
	

	過熱防止装置
	


７　耐圧，気密等の性能

　機器気密試験合格証明書　　　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

　冷凍用圧縮機等耐圧試験及び気密試験証明書　　　　別添（　　　）又は後日提出

　冷凍用圧力容器材料試験等，耐圧試験及び気密試験証明書(20ﾄﾝ以上)　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

　冷凍用圧力容器耐圧試験及び気密試験証明書(20ﾄﾝ未満)　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

　安全弁作動試験合格証明書　　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

　圧力計検査成績書　　　　　　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

　自動制御装置作動試験の記録　　　　　　　　　　　別添（　　　）又は後日提出

８　製造施設の位置及び付近の状況

　　別図（　　　）に示す。

９　製造施設の構造及び製造設備の配置

　　別図（　　　）に示す。

	特に図中に明示する事項
	図中の番号等
	特に図中に明示する事項
	図中の番号等

	引火性，発火性の物を
たい積した場所
	
	除害設備
	

	
	
	安全装置
	

	火気
	
	安全弁の放出管及び開口部
	

	警戒標
	
	受液器の液面計
	

	緊急時の措置標識
	
	受液器と液面計との間の止め弁
	

	機械室の出入口
	
	
	

	開口部又は機械通風装置
	
	バルブ操作等，運転空間
	

	圧力計
	
	防爆構造の電気設備
	

	ガス漏えい
検知警報設備
	検出端部
	
	保安上重大な影響を与えるバルブ等
	

	
	警報部
	
	
	

	消火設備
	
	保護具の保管場所
	

	防液堤
	
	
	


10　製造施設の状況

　火気等の状況

	引火性，発火性
の物をたい積した場所
	無
	

	
	有

	種類・量
	

	
	
	冷媒設備からの距離(m)
	

	火気

	無
	

	
	有

	種類

	(ボイラの場合は伝熱面積(　 )㎡)

	
	
	冷媒設備からの距離(m)
	

	
	
	防火壁又は温度上昇防止措置の有無及び種類
	無
	

	
	
	
	有
	種類
	


注：冷媒ガスが可燃性ガスである場合

ア　圧縮機，油分離器，凝縮器，及び受液器並びにこれらの間の配管とボイラ，温風炉とを同一面に設置

　防火壁で隔離された別室に設置

　８m以上の距離を隔て設置

イ　ストーブ，こんろ及び表面温度が４００℃以上となる発熱体

　　　　防火壁を設けていない場合　８m以上

　　　　防火壁を設けている場合　　４m以上

冷媒ガスが可燃性ガス以外である場合

ア　大型火気設備(伝熱面積１４㎡を超えるボイラ)

　防火壁を設けていない場合　５m以上

　防火壁を設けてある場合　　２m以上

イ　中型火気設備(伝熱面積８㎡を超え，１４㎡以下のボイラ)

　防火壁を設けていない場合　２m以上

　防火壁を設けてある場合　　１m以上

ウ　小型火気設備(伝熱面積８㎡以下のボイラ)

　防火壁を設けていない場合　１m以上

　警戒標

	表示事項

	


注：冷凍設備が危険な状況になったとき，取るべき措置を記載した標識も掲示する。

　滞留しないような構造

	区　　　分
	開口部面積（㎡）
	換気能力（㎥／min）

	開口部のみの場合
	
	

	開口部の不足分を
機械通風装置で補う場合
	
	

	機械通風装置のみの場合
	
	


注：計算書は別紙（　　　）に示す。

　振動，衝撃，腐食等により冷媒ガスが漏えいしない構造

	防　振　措　置
	振止め
可撓管
防振装置（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	突出部等防護装置
	

	塗装等防食措置
	塗　　装（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


　耐震設計

	凝縮器
(縦置円筒形で胴部長さ5ｍ以上)
	無

	
	有　　　計算書は別紙（　　　）に示す。

	受液器
(内容積5000ℓ以上)
	無

	
	有　　　計算書は別紙（　　　）に示す。

	外径45㎜以上の配管
(内容積３㎥以上又は
上記の凝縮器若しくは受液器に接続されているもの)
	無

	
	有　　　計算書は別紙（　　　）に示す。



注：これらの支持構造物及び基礎を含む。

　圧力計

	区　　分
	取付箇所
	最高目盛（MPa）
	個数

	高圧部
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	低圧部
	
	
	

	
	
	
	

	圧縮機潤滑油
	
	
	


　受液器の液面計

	液面計の種類
	

	ガラス管液面計の破損防止措置
	


　バルブ等の操作に係る適切な措置

　　ア　手動操作するバルブ等には，開閉方向を明示する。

　　イ　操作することにより製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等にあっては，
開閉状態を明示する。

	開閉状態を示すバルブ等の名称
	流体の種類及び流れの方向を表示する箇所

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


　　ウ　バルブ等に係る配管には，当該バルブ等に近接する部分に，冷媒ガスその他の
流体の種類と流れの方向を表示する。

　　エ　操作することにより，製造設備に保安上重大な影響を与えるバルブ等のうち通常

　　　使用しないバルブ等（緊急の用に供するものを除く。）には，施錠，封印等誤操作
を防止するための措置を講ずる。

　　オ　バルブ等を操作する場所には，当該バルブ等を確実に操作するために必要な操作
空間及び照度を確保する。

　消火設備

	消火設備の種類
	能力
	数量

	消火器
	能力単位（　　　　　　　　）
	薬剤質量（　　）㎏×（　　）個

	その他（　　　　　　）
	
	


　防液堤

	受液器の内容積（ℓ）
	

	防液堤の容量（ℓ）
	


　電気設備の防爆性能

	電気設備の種類
	防爆構造の種類
	個数

	
	
	

	
	
	

	
	
	


注：設置の場所を別図（　　）で示し，防爆構造電気機械器具型式検定合格証を添付のこと
　ガス漏えい検知警報設備

	区分
	設備群周囲長さ（ｍ）
	設備群面積（㎡）
	検知部個数
	警報設定値

	室内
	
	
	
	

	屋外
	
	
	
	


　除害措置

	拡散防止措置
	

	除害設備の種類
	

	除害剤
	種類
	

	
	保有量
	


	保護具の種類
	個数

	
	

	
	

	
	

	
	


11　製造施設「冷凍保安規則」第７条の技術上の基準への対応（定置式製造設備）

	項　　目
	基　　準　　の　　内　　容
	基準への対応(記入例)

	冷凍則第７条

第１項第１号
	 圧縮機，油分離器，凝縮器及び受液器並びにこれらの間の配管は，引火性又は発火性の物（作業の必要なものを除く。）をたい積した場所及び火気（当該製造施設内のものを除く。）の付近にないこと。ただし，当該火気に対して安全な措置を講じた場合は，この限りでない。
	冷凍設備の周辺には，引火性又は発火性の物はありません。

	　　　　２号
	 製造施設には，当該施設の外部から見やすいように警戒標を掲げること。
	冷凍設備の出口に「高圧ガス製造事業所」の警戒標を掲げています。

	　　　　３号
	 圧縮機，油分離器，凝縮器若しくは受液器又はこれらの間の配管（可燃性ガス又は毒性ガスの製造設備のものに限る。）を設置する室は，冷媒ガスが漏えいしたとき滞留しないような構造とすること。
	外気への開口部の面積は基準を満たしています。(1ｔあたり0.05㎡以上)

	　　　　４号
	 製造設備は，振動，衝撃，腐食等により冷媒ガスが漏れないものであること。（ Ｕバンド固定，防錆 ・ＯＰ塗装等）
	振動：防振装置

突出部：防護措置

腐食：塗装

	  　　　５号
	 凝縮器（縦置円筒形で胴部の長さが５メートル以上のものに限る。），受液器（内容積が５千リットル以上のものに限る。）及び配管（経済産業大臣が定めるものに限る。）並びにこれらの支持構造物及び基礎（以下「耐震設計構造物」という。）は，耐震設計構造物の設計のための地震動（以下この号において「設計地震動」という），設計地震動による耐震設計構造物の耐震上重要な部分に生じる応力等の計算方法（以下この号において「耐震設計構造物の応力等の計算方法」という。）耐震設計構造物の部材の耐震設計用許容応力その他の経済産業大臣が定める耐震設計の基準により，地震の影響に対して安全な構造とすること。ただし，耐震設計構造物の応力等の計算方法については，経済産業大臣が耐震設計上適切であると認めたもの（経済産業大臣がその計算を行うに当たって十分な能力を有すると認めた者による場合に限る。）によることができる。
	耐震設計構造物に該当する凝縮器については高圧ガス設備等耐震設計基準を満たしている。(別途計算書参照)

	　　　　６号
	 冷媒設備は，許容圧力以上の圧力で行う気密試験及び配管以外の部分について許容圧力の1.5倍以上の圧力で水その他の安全な液体を使用して行う耐圧試験（液体を使用することが困難であると認められるときは，許容圧力の1.25倍以上の圧力で空気，窒素等の気体を使用して行う耐圧試験）又は経済産業大臣がこれらと同等以上のものと認めた高圧ガス保安協会（以下「協会」という。）が行う試験に合格するものであること。
	完成検査時に気密試験及び，耐圧試験の成績書を提出します。


	項　　目
	基　　準　　の　　内　　容
	基準への対応(記入例)

	冷凍則第７条

第１項第７号
	 冷凍設備（圧縮機（当該圧縮機が強制潤滑方式であって，潤滑油圧力に対する保護装置を有するものは除く。）の油圧系統を含む。）には，圧力計を設けること。
	潤滑油圧力計を設置

	  　　　８号
	 冷凍設備には，当該設備内の冷媒ガスの圧力が許容圧力を超えた場合に直ちに許容圧力以下に戻すことができる安全装置を設けること。（安全弁，高圧遮断等）
	安全弁を設置

	  　　　９号
	 前号の規定により設けた安全装置（当該冷媒設備から大気に冷媒ガスを放出することのないもの及び不活性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備に設けたもの並びに吸収式アンモニア冷凍機（次号に定める基準に適合するものに限る。以下この条において同じ。）に設けたものを除く。）のうち安全弁又は破裂板には，放出管を設けること。この場合において，放出管の開口部の位置は，放出する冷媒ガスの性質に応じた適切な位置であること。
	安全弁の放出管は近接する建築物の高さ以上に設置し，周囲に着火源のない安全な位置に開口部がある。

	  　９号の２
	 前号に規定する吸収式アンモニア冷凍機は，次に掲げる基準に適合するものであること。

 イ　屋外に設置するものであって，アンモニア充てん量は，

　 １台当たり25キログラム以下のものであること。

 ロ　冷媒設備及び発生器の加熱装置を一つの架台上に一体に

　 組み立てたものであること。

 ハ　運転中は，冷凍設備内の空気を常時吸引排気し，冷媒が

　 漏えいした場合に危険性のない状態に拡散できる構造であ

ること。

 ニ　冷媒配管が屋内に敷設されないものであって，かつ，ブラインが
   直接空気又は被冷却目的物に接触しない構造のものであること。
 ホ　冷媒設備の材料は，振動，衝撃，腐食等により冷媒ガスが 
  漏れないものであること。

 ヘ　冷媒設備に係る配管，管継手及びバルブの接合は，溶接に

  より行われているものであること。ただし，溶接によること

  が適当でない場合は，保安上必要な強度を有するフランジ

  接合により行われるものであること。

 ト　安全弁は，冷凍設備の内部に設けられ，かつ，その吹出し 
  口は，吸引排気の容易な位置に設けられていること。

 チ　発生器の加熱装置は，屋内において作動を停止できる構造であり，
   かつ，立ち消え等の異常時に対応できる安全装置が設けられていること。
	アンモニア充てん量は20キログラムで，その他の基準は全て左記を満たしている。

	項　　目
	基　　準　　の　　内　　容
	基準への対応(記入例)

	  　　 10号
	 可燃性ガス又は毒性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備に係る受液器に設ける液面計には，丸形ガラス管液面計以外のものを使用すること。
	反射式液面計を設置

	 　　　11号
	受液器にガラス管液面計を設ける場合には，当該ガラス管液面計にはその破損を防止するための措置を講じ，当該受液器（可燃性ガス又は毒性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備に係るものに限る。）と当該ガラス管液面計とを接続する配管には，当該ガラス管液面計の破損による漏えいを防止するための措置を講ずること。
	該当なし

	　　　 12号
	 可燃性ガスの製造施設には，その規模に応じて，適切な消火設備を適切な箇所に設けること。
	ＡＢＣ粉末消火器２台を設置

	　　　 13号
	 毒性ガスを冷媒ガスとする冷媒設備である受液器であって，

その内容積が１万リットル以上のものの周囲には，液状の当該ガスが漏えいした場合にその流出を防止するための措置を講ずること。
	鉄筋コンクリート製の防液堤を設置

	　　　 14号
	 可燃性ガス（アンモニアを除く。）を冷媒ガスとする冷媒設備に係る電気設備は，その設置場所及び当該ガスの種類に応じた防爆性能を有する構造のものであること。
	電気設備は防爆構造のものを使用している。

	　　　 15号
	 可燃性ガス又は毒性ガスの製造施設には，当該施設から漏えいするガスが滞留するおそれのある場所に，当該ガスの漏えいを検知し，かつ，警報するための設備を設けること。ただし，吸収式アンモニア冷凍機に係る施設については，この限りでない。
	屋内設置の冷媒設備について周囲10mにつき１個以上のガス漏えい検知設備を設置

	　　　 16号
	 毒性ガスの製造設備には，当該ガスが漏えいしたときに安全に，かつ速やかに除害するための措置を講ずること。

ただし，吸収式アンモニア冷凍機については，この限りでない。
	除外剤(大量の水)による除害装置を設置

	　　　 17号
	製造設備に設けたバルブ又はコック（操作ボタン等により当該バルブ又はコックを開閉する場合にあっては，当該操作ボタン等とし，操作ボタン等を使用することなく自動制御で開閉されるバルブ又はコックを除く。以下同じ）には，作業員が当該バルブ又はコックを適切に操作することができるような措置を講ずること。（開閉状態，種類，方向等）
	重要なバルブには開閉状態の標示板を設置し，バルブに係る配管には，冷媒ガスの種類，流れの方向を表示している。


12　製造の方法「冷凍保安規則」第９条の技術上の基準への対応

	項目
	基準の内容
	基準への対応　(記入例)

	規則第9条

１号
	安全弁に付帯して設けた止め弁は，常に全開にしておくこと。ただし，安全弁の修理または清掃のために特に必要な場合は，この限りではない。
	変更なし

	2号
	高圧ガスの製造は，製造するガスの種類及び製造設備の態様に応じ，1日1回以上当該製造設備の属する製造施設の異常の有無を点検し，異常のあるときは，当該設備の補修その他の危険を防止する措置を講ずること。
	1日1回以上の点検を行い，日常点検日報を作成する。

	3号

イ
	冷媒設備の修理及びその修理等をした後の高圧ガスの製造は，次に掲げる基準により保安上支障のない状態で行うこと。

修理等をするとき，あらかじめ，修理等の作業計画及び当該作業の責任者を定め，修理等の当該作業計画に従い，かつ，当該責任者の監視の下に行うこと又は異常があったときは直ちにその旨を当該責任者に通報するための措置を講ずること。
	技術上の基準に従い作業を行う。

	ロ
	可燃性ガス又は毒性ガスを冷媒とする冷媒設備の修理等をするときは，危険を防止するための措置を講ずること。
	技術上の基準に従い作業を行う。

	ハ
	冷媒設備を開放して修理するときは，当該冷媒設備のうち，開放する部分に他の部分からガスが漏えいすることを防止するための措置を講ずること。
	配管系統図及び現場配管を確認の上，冷媒ガスが漏えいしないことを確認の上，修理作業を行う。

	ニ
	修理等が終了した時は，当該冷媒設備が正常に作動することを確認した後でなければ製造をしないこと。
	冷媒設備が正常に作動することを確認後，製造を行う。

	4号
	製造設備に設けたバルブを操作する場合には，バルブの材質，構造及び状態を勘案して過大な力を加えないよう必要な措置を講ずること。
	バルブの材質，構造に対応したハンドル廻しを使用する。


13　冷凍保安責任者及び代理者の選任予定者

　冷凍保安責任者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　第(　)種冷凍機械責任者免状交付

　　　同代理者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　第(　)種冷凍機械責任者免状交付

　冷凍保安規則第３６条第２項に該当する。

　　　作業責任者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　同代理者氏名（　　　　　　　　　　　　　　　）

14　完成検査受検予定日及び予定機関

	予定日
	
	予定機関
	


15　工事施工業者

	名称
	

	所在地
	

	電話番号
	

	冷凍空調施設工事事業所認定番号
	

	担当者所属氏名
	


16　申請事務担当者

	名称
	

	所在地
	

	電話番号
	

	担当者所属氏名
	


別紙
滞留しないような構造の計算書
１　開口部のみの場合

	①

	開口部の面積

	㎡


	②

	その冷凍設備の冷凍能力

	トン


	③

	冷凍能力１トン当たりの開口部面積

	①／②

	㎡/トン



注：③の値は0.05以上でなければならない。

２　開口部の不足分を機械換気装置で補う場合

	①
	開口部の面積
	㎡

	②
	開口部面積に対応する冷凍能力
	①/0.05
	トン

	③
	その冷凍設備の冷凍能力
	トン

	④
	開口部面積の不足を通風装置で補う必要のある冷凍能力
	③－②
	トン

	⑤

	通風装置の通風能力

	㎥/分


	⑥

	通風装置を必要とする冷凍能力１トン当たりの通風能力

	⑤／④

	㎥/分/トン



注：⑥の値は2.0以上でなければならない。

３　機械通風装置のみの場合

	①

	通風装置の通風能力

	㎥/分


	②

	その冷凍設備の冷凍能力

	トン


	③

	冷凍能力１トン当たりの通風能力

	①／②

	㎥/分/トン



注：③の値は2.0以上でなければならない。

